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要旨  
 

日本の貿易黒字は市場の閉鎖性が原因であるとする主張があるが、経済学者の

間では貿易収支は貯蓄投資バランスによって決まるものであり、市場の閉鎖性と

は無関係であるとする認識が一般的合意として得られている。しかし、これはあ

くまでも輸出と輸入の差額についてであり、輸出入の水準について何ら言及する

ものではない。他の先進国と比較した場合、日本の輸入水準はその経済規模と比

較して極端に低く、しかも他国の上昇傾向とは裏腹に時系列でほとんど変化して

いない。これは、日本の輸入構造に他先進国とは異なる特徴を有している可能性

を示唆している。本稿は、日本市場の閉鎖性の批判材料としてしばしばとりあげ

られる輸入依存度と製品輸入比率の時系列での変化を国際比較し、日本の輸入構

造の特殊性を探ることを目的としている。一連の考察の中で、近隣に先進国を持

たないという日本の立地条件が大きな特徴として浮かび上がる。研究としては初

期段階であるが、忌憚のないコメントや批判をお願いしたい。



1960 年代から本格化した貿易自由化の流れの中で、日本は他国と同様に GATT
や WTO といった多国間協議を通じ、関税引き下げや輸入数量制限品目の削減に

取り組んできた。特に貿易収支黒字が大幅に拡大し、貿易摩擦が激化した 1985
年以降は、積極的に市場開放策を講じている。しかし、こうした動きとは裏腹に

日本の輸入依存度 (輸入 /GDP)は低下傾向を示している。輸出依存度や輸入依存度

は、経済の開放度を示す指標として用いられることが多く、日本の輸入構造に何

らかの閉鎖性・異質性が存在するのではないかという批判は依然として根強い。  
本稿は、製品輸入比率や輸入依存度の国際比較を通じ、日本の輸入構造の特徴

を整理することを目的とする。以下、第一節で製品輸入比率、第二節で輸入依存

度について、これまでの研究を踏まえながら考察し、第三節で結論をまとめる。  

 
第一節 製品輸入比率の国際比較  

 
日本の輸入構造を他国と比較した場合、最初に特徴として挙げられるのが、日

本の製品輸入比率（製品輸入 /総輸入）の低さである。表１は、1994 年時点にお

ける世界 31 カ国の製品輸入比率をみたものである。表１から、日本は表記国中

最低の 54.6％であり、70％以上に達している他国と比較して低い水準にあること

がわかる。次に、先進七カ国の製品輸入比率を時系列で比較すると、1970 年にお

ける日本の製品輸入比率は、30.7％と他の先進六カ国（米国 68％、イタリア 52％、

英国 51.8％、カナダ 81.1％、フランス 63.3％、ドイツ 61.2％）と比較して極め

て低い水準にあった。その後、1985 年のプラザ合意による円高を契機として、日

本の製品輸入比率は上昇傾向をたどり、1995 年には 58.4％に達している。しか

し、これは他の先進国六カ国にもみられる傾向であり、1995 年には米国 84.2％、

イタリア 73.9％、英国 83.8％、カナダ 87.2％、フランス 79％、ドイツ 79.5％と

なっている。  
こうした製品輸入比率の上昇傾向の最も大きな原因は、一次産品価格の下落に

求められる。中でも原油価格は、１バレル 33 ドル（1980～84 年平均）から、同

18.9 ドル（1985～89 年）、同 19.2 ドル（1990～94 年） 1といったように、1985
年を境に大幅に下落しており、鉱物性燃料（大部分が原油、石油製品）輸入がそ

れまで輸入総額の三割から四割を占めていた日本には特に、製品輸入比率上昇に

寄与したといえる。  
この他の原因を考える上で、小島（ 1994、 1996）の指摘は興味深い。小

島は、製品輸入を「製品中間財輸入（化学品、一般・電気機械、金属品な

                                          
1 東 洋 経 済 「 経 済 統 計 年 鑑 97」 の 通 関 原 油 価 格 か ら 引 用  



ど、製品輸入に分類されるが、中間財として生産活動に用いられる製品）」

と「消費用製品輸入（これ以外の、主に最終消費財として用いられる製品）」

に細分化している（図１参照）。そして、日本の製品輸入比率上昇の背景

として、（１）主に東アジア地域（ NIEs、 ASEAN、中国）を輸入相手国

とした製品中間財輸入比率の上昇、（２）消費用製品輸入比率の上昇の二

点を指摘している。このうち、（１）の製品中間財輸入比率の上昇は、日

本企業の東アジア展開によって、これまで鉄鉱石・パルプ・織物用繊維・

非 鉄 金 属 鉱 と い っ た 粗 中 間 財 に 分 類 さ れ る 形 で 輸 入 さ れ て い た 財 が 、 鉄

鋼・紙製品・織物用糸・繊維製品・非鉄金属など製品輸入に分類されるよ

うな財の形に加工されて輸入されるようになったことが背景にあるとして

いる 2。  
上記の分類を他の先進六カ国についても適用し、分類・地域別にそれぞ

れ整理すると、日本と同様、各国において（１）1985 年以降の製品中間財

輸入比率の上昇、（２）東アジア地域からの製品中間財輸入シェアの増大

が観察される（付表１、３参照）。また、小島は粗中間財輸入と製品中間

財輸入を合計して「生産体系輸入（生産に中間財として投入される財の輸

入）」、消費用製品輸入の部分を「消費体系輸入 3（直接消費される財の輸

入）」と定義しているが、1985 年以前における日本の「消費体系体系輸入」

の比率が他国と比較して低い水準にあったことも同時に観察される。同様

に、（２）の消費用製品輸入比率上昇も東アジアからの輸入増大によると

ころが大きいとしている。  
以上まとめると、製品輸入比率の上昇傾向は先進国共通にみられる現象であり、

日本が依然として他国より低い水準にあることに変わりはない。そして、上昇傾

向にある理由は、（１）一次産品価格（特に原油価格）の下落による粗中間財輸入

比率の低下、（２）粗中間財輸入から製品中間財輸入へのシフト、（３）消費用製

品比率の上昇の三点に求められる。また、1985 年以前における日本の消費用製品

比率の低さが顕著であることも明らかになった。以下、第二節では輸入依存度の

動向についてみていくことにする。  

                                          
2 青 木 （ 1987） 、 津 森 （ 1997） に も 同 様 の 指 摘 が み ら れ る 。  
3 小 島 は 、 国 民 が 所 得 上 昇 に 伴 い 国 内 外 品 の 区 別 な く 需 要 を 多 様 化 し て い く こ と に よ っ て 生

ず る 輸 入 と い う 観 点 か ら 「 需 要 体 系 輸 入 」 と し て い る が 、 生 産 体 系 輸 入 と の 区 別 を 明 確 に す

る 上 で 「 消 費 体 系 輸 入 」 と し た 。  



 

○ 表１　製品輸入比率の国際比較（1994年、単位％）

アジア地域 欧州地域
香港 90.6 スイス 87.3
マレーシア 90.1 オーストリア 86.0
中国 85.7 アイルランド 84.1
シンガポール 84.8 ノルウェー 82.8
タイ 83.9 英国 82.8
フィリピン 78.4 スウェーデン 81.2
インドネシア 77.2 ドイツ 79.5
韓国 70.5 デンマーク 77.9
日本 54.6 フランス 77.8
北米地域 ベルギー、ルクセンブルグ 77.3
カナダ 87.4 アイスランド 75.6
米国 83.6 フィンランド 75.0
オセアニア地域 ポルトガル 73.5
オーストラリア 88.1 オランダ 72.9
ニュージーランド 83.7 イタリア 72.0

スペイン 71.8
ギリシャ 71.5
トルコ 69.1

（注）製品輸入比率=（製品輸入）／（総輸入）をパーセントで表示
（出所）OECD ‘Trade by Commodities’
          UN ‘Commodity Trade Statistics’  

 
 
○図１ 小島の輸入品分類  
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             製品中間財輸入        
       製品輸入  

            消費用製品輸入  消費体系輸入  



第二節 輸入依存度  

 
2-1 輸入依存度の国際比較  

 
最初に、クロス・セクションでみた世界各国の輸入依存度の水準を確認してお

こう。表２は、1994 年時点での世界 51 各国の輸入依存度を示したものである。

表２の 51 国中、シンガポールや香港のように 100％を超えている国もあれば、ブ

ラジルや日本のように 10％を下回っている国もあり、国によってばらつきがみら

れる。しかし、シンガポールや香港は中継貿易港としての役割を、ブラジルは 1980
年代初頭に発生した累積債務危機 4による影響を反映しており、こうした経済事情

を考慮すれば、日本の 5.9%という水準は際だって低いといえるだろう。  
次に輸入依存度の動向を時系列データで確認しておこう。図２は、1968-95 年

における先進七カ国の輸入依存度を五ヶ年平均で示したものである。図２から、

（１）欧州四カ国の動向に類似性が見られること、（２）日本の 1985 年以降の低

下が顕著であること、（３）1985 年を境に日米の輸入依存度が逆転していること

の三点が読みとれる。また、各年毎のデータをみると、輸入依存度が二度の石油

危機の時期に上昇し、1985 年以降に低下しており、輸入依存度の動向は原油価格

変動の影響を強く受けていることがわかる。  
表３は、各国の輸入依存度と原油価格の対前年変化分より求めた相関係数を示

したものである。表３から、日本の輸入依存度の動向は、先進七カ国の中で最も

原油価格変動の影響を受けていることがわかる。そして、1985 年以降に観察され

る日本の輸入依存度の低下は、鉱物性燃料以外の輸入依存度が 85 年（5.3%）、90
年（6.0%）、95 年（5.5%）と大きく変化していないことから、原油価格の下落が

要因であることがわかる。  
以上、本節の考察から、日本の輸入依存度はクロスセクションでみても、時系

列でみても他国と比較して低い水準にあり、かつその水準は原油価格動向に大き

く左右されてきたことが明らかになった。  

                                          
4 1 9 8 0 年 代 初 頭 、南 米 諸 国 に お い て 累 積 債 務 返 済 の 危 機 が 生 じ 、債 務 不 履 行 の 可 能 性 の あ る

国 々 に 対 す る 資 金 貸 出 が 停 止 さ れ た 。 こ の た め 、 資 金 貸 出 を 停 止 さ れ た 国 々 は 、 輸 入 抑 制 策

と 内 需 引 き 締 め 策 を 同 時 に 発 動 す る こ と で 貿 易 収 支 を 黒 字 化 さ せ 、 返 済 に 充 て た 。 ブ ラ ジ ル

は 、 1983 年 か ら 貿 易 収 支 が 黒 字 化 し 、 輸 入 依 存 度 も 1980 年 の 9 .2%か ら 1989 年 に は 4 .4%

ま で 低 下 し た 。そ の 後 、輸 入 依 存 度 は 上 昇 傾 向 に あ り 、貿 易 収 支 も 1 9 9 5 年 か ら 赤 字 に 転 じ た 。  



 

○表２　輸入依存度の国際比較（1994年、単位:%）

アジア地域 北米地域
シンガポール 147.3 カナダ 27.4
香港 123.0 米国 10.4
マレーシア 84.0 欧州地域
ヴェトナム 54.5 ベルギー、ルクセンブルグ 50.6
タイ 38.0 アイルランド 48.0
スリランカ 36.6 オランンダ 38.8
韓国 35.5 ポルトガル 31.9
台湾 35.3 スウェーデン 28.1
オマーン 34.6 オーストリア 27.9
イスラエル 34.3 スイス 26.3
フィリピン 33.2 フィンランド 23.9
クウェート 27.6 アイスランド 23.7
中国 25.3 デンマーク 23.7
サウジアラビア 19.4 英国 23.0
インドネシア 18.3 ノルウェー 22.2
バングラディッシュ 18.0 ギリシャ 21.3
インド 9.5 ドイツ 18.9
日本 5.9 スペイン 18.8
中南米・南米地域 トルコ 17.8
チリ 22.7 フランス 17.1
エクアドル 22.2 イタリア 16.5
コロンビア 17.6 オセアニア地域
メキシコ 16.2 ニュージーランド 23.4
ヴェネズェラ 16.0 オーストラリア 15.4
ペルー 13.3 アフリカ地域
カメルーン 11.4 チュニジア 41.9
アルゼンチン 7.6 南アフリカ 32.6
ブラジル 6.5

（注）輸入依存度＝（輸入額）／（ＧＤＰ）をパーセントで表示

（出所）OECD ‘National Accounts’, ‘Trade by Commodities’
        IMF ‘International Financial Statistics’
　　　経済企画庁調査局編　「アジア経済１９９６」

　　　欧州地域のカッコ内は旧EC12カ国（ベルギー、デンマーク、フランス、ド
イツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルグ、オランダ、ポルトガ
ル、スペイン、英国）からの輸入（域内貿易）を除いた場合の輸入依存度

 



図２　輸入依存度の国際比較　－その１－
総輸入／GDP（単位：％）
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○表３　G７諸国の輸入依存度と原油価格（１バレル）の相関係数（1968-95年

相関係数
日本 0.735
フランス 0.708
米国 0.691
イタリア 0.601
ドイツ 0.530
英国 0.499
カナダ 0.250

（注）それぞれの対前年比から計算
（出所）OECD ‘National Accounts’, ‘Trade by Commodities’
  　　　東洋経済新報社「経済統計年鑑　1997年版」  



2-2 輸入依存度と輸入障壁  

 
本節では、日本の輸入水準と輸入障壁の存在についての指摘について整理して

おこう。日本の関税負担率（関税収入額／輸入総額）は、表４に示すように他国

と同程度の水準にまで削減されており、それにも拘わらず輸入依存度が上昇しな

いのは、関税のような目に見える輸入障壁以外の障壁（公的規制や商慣行）が存

在するからではないかという見方がある。日本の輸入障壁の存在を示す指標とし

て引用されるデータで代表的なものは、（１）製品輸入依存度（製品輸入／GDP）

を時系列で見た場合、日本以外の先進国では上昇傾向にあるのに対し、日本はほ

とんど変化していない 5、（２）日本の原油輸入を除いた輸入額の対 GDP 比を西

ドイツのそれと比較した場合、西ドイツが上昇傾向にあるのに対し、日本は低下

傾向にあるといった指摘である 6。これら二点の指摘は、原油以外の原材料の輸入

依存度が低下傾向にあり、製品輸入依存度は変化していないということにまとめ

られる。こうした傾向自体が正しいことは、図３（製品輸入依存度）と図４（鉱

物性燃料を除いた輸入の対 GDP 比）から確認できるが、こうした数値例を直ち

に輸入障壁の存在と結びつけることはできないだろう。  
また、こうした指摘とは別に、日本の輸入障壁の計量的計測を試みた研究も発

表されている。各研究に対する詳細な検証は、ここでは行わないが、これらの研

究は、大別すると三種類に分けられる。  
第一は、Federal Bank of New York(1985)、東海銀行 (1992)、三和総合研究所

(1993)らによる研究である。計測方法は、（１）貿易特化係数 7を用いて製品を比

較優位、比較劣位、どちらともいえない製品に分類し、（２）どちらともいえない

製品と比較劣位にある製品の輸入依存度と OECD 平均のそれとを比較し、両者の

差を輸入障壁とするというものである。こうした計測から「日本の製品輸入障壁

度（製品輸入障壁額／GDP）は 0.6%にすぎない（Federal Bank of New York）」、
「日本、米国、EC で製品輸入障壁度を比較すると、日本（0.72%）、米国（0.73%）、

EC（0.78%）となり、日本の輸入障壁が最も低い（東海銀行）」、「東海銀行の研

究と同様に日本、米国、EC で製品輸入障壁を比較すると、日本（1.42%）、米国

（0.57%）、EC（0.56%）となり、日本の輸入障壁が最も高い（三和総研）」とす

る結論が得られている。同じ計測方法を用いているにも拘わらず、東海銀行と三

                                          
5 USTR(1994 )、 Linco ln (1990 )、 Lawrence (1987 ) ,ド ー ン ブ ッ シ ュ ( 1989 )な ど  
6 Dornbush (1993 )  
7 貿 易 特 化 係 数 (輸 出 )= (世 界 の A 国 か ら の X 財 の 輸 入 額 )／ (世 界 の A 国 か ら の 輸 入 総 額 )  

               (世 界 の X 財 の 輸 入 総 額 )／ (世 界 の 輸 入 総 額 )  



和総研の結論が分かれている理由は（１）比較年が異なること、（２）三和総研が

製品すべてを計測対象に含めているのに対し、東海銀行は皮・ゴム製品など一部

の製品を計測対象から除外していることにある。東海銀行について、すべての製

品を計測対象に含めて製品輸入障壁度を再計算すると、日本（ 1.27%）、米国

（0.94%）、EC（0.78%）となり、三和総研の計測結果と一致する。このように、

こうした計測方法からは、日本の輸入障壁は米国や EC と比較して高いという結

論が得られているが、仮定に大きな矛盾がある。それは、貿易特化係数を比較優

位の判定材料として用いていることである。貿易特化係数は、実際の貿易から導

かれている数字であり、これを比較優位の判定材料として用いるには、貿易障壁

が存在しないとする仮定が必要となる 8。なぜなら、自国に輸入障壁が存在し、外

国には輸入障壁がない場合、貿易特化係数は高くなるが、こうした場合でも、こ

の研究では比較優位にあると判定されてしまうからである。  
 以上より、この研究は輸入障壁が存在しないという仮定の下で輸入障壁を測定

していることになり、推計方法に大きな問題があるといえる。  
第二は、Bergsten-Cline(1985)、Balassa(1988)、Barbone(1988)、竹中＝石川

（1992）、千田（1992）らによるチュネリー型モデル 9を用いた推計である。各モ

デルの概要は、表５に示しているが、大まかにまとめると標本国の輸入依存度を

被説明変数、経済規模・資源賦存・輸送費用といった経済変数及びダミー変数を

説明変数として計量モデルを構築し、各国・地域ダミー変数が有意に正であれば

輸入依存度が過大、有意に負であれば過小と判定するものである。こうした研究

は、何を説明変数に採用するかについて理論的根拠が乏しいという問題があり、

上記の研究における推計結果もそれぞれ「妥当な水準である」 (Bergsten-Cline、
Barbone)、「過小である」 (Balassa)、「70 年代は過小であった可能性を否定でき

ないが、80 年代はもはや過小とはいえない」 (竹中＝石川、千田 )とするものに分

かれている。  
第三は、Lawrence(1987)によるヘルプマン=クルグマン型モデルを用いた推計

である。これは、規模の経済性や製品差別化など、近年の産業内貿易を中心とし

た世界貿易を説明する上で重要となるヘルプマン=クルグマン理論に基づき、モ

デルを構築したものである。輸入水準の妥当性を判定する方法が、ダミー変数が

有意に負となれば過小であるとする点は、チュネリー型モデルと同様である。こ

のモデルによる推計から、Lawrence は「日本の製品輸入は理論値よりも 40％過

                                          
8 こ れ は 、 小 樽 商 科 大 学 の 澁 谷 浩 助 教 授 の 指 摘 に よ る も の で あ る 。  
9 Chenery (1960 )が 、 各 国 の 輸 入 水 準 を 経 済 発 展 と 経 済 規 模 の 関 数 と し て 提 起 し た モ デ ル が

原 型 と な っ て い る た め 、 チ ュ ネ リ ー 型 モ デ ル と 呼 ば れ て い る 。  



小である」と結論づけた。しかし、このモデルに対し（１）モデルの構造上、ダ

ミー変数が有意に負となる理由は、日本に輸入障壁が存在する、外国に輸入障壁

が存在する、嗜好が異なるの三点の可能性があり、推計結果がただちに日本の輸

入障壁の存在を意味するわけではない 10、（２）Lawrence の推計は、すべての変

数を対数変換しているが、対数変換する根拠はなく、対数変換せずに再計算した

場合、日本ダミーは有意に負とならない 11、（３）Lawrence は、実証モデルを構

築する上でヘルプマン=クルグマン理論の輸送費用なしとする仮定を緩めている

が、輸送費用を考慮すると「輸入／国内需要が各国の相対的な経済規模で規定さ

れる」という仮定に影響する可能性がある、よってこのモデルはヘルプマン=ク
ルグマン理論に立脚したものではない 12など多くの批判が出されている。これに

対し、Lawrence(1993)は上記の批判を検討し、受け入れた上で、「日本の貿易障

壁を明示するモデルは得られそうにない」と述べている。  
このように、日本の輸入水準の低さの原因を何らかの輸入障壁の存在に求める

研究は数多くおこなわれているが、決定的な結論にはいたっていないのが現状で

ある 13。また、チュネリー型やヘルプマン=クルグマン型のような計量分析で最も

問題とされるのが、立地条件（輸送費用）を示す変数に何を採用するかという問

題である。Krugman(1987)も述べているように、日本の輸入水準の妥当性を考え

る上で最も重要となる要素は、日本が他先進国と離れた場所に立地しているとい

                                          
10 Saxonhouse (1989 )、 Saxonhouse  and  Stern (1989 )、 後 藤 ( 1990 )ら に よ る 。  

L a w r e n c e モ デ ル は 、l n ( M j  /  D U j )  =  A  +  B * l n ( P j  /  P )  +  C * l n (距 離 ) +日 本 ダ ミ ー で 定 式 化 さ れ

る 。  

（ Mj:  j 国 の 輸 入 、 DUj :  j 国 の 国 内 需 要 、 Pj :  j 国 の 生 産 額  P  :  世 界 生 産 額 、 A～ C:定 数 項 、

係 数 ）  

日 本 ダ ミ ー が 有 意 に 負 と な る の は 左 辺 <右 辺（ 日 本 ダ ミ ー を 除 く ）と な る 場 合 で あ る が 、D U  =  

P j  +  Mj  –X j で あ る こ と を 考 慮 す る と 、 左 辺 <右 辺 と な る の は Mj が 過 小 （ 自 国 の 輸 入 障 壁 、

国 内 品 志 向 が 強 い ） ま た は X j が 過 小 （ 外 国 の 輸 入 障 壁 ） と な る 場 合 で あ る 。 以 上 の よ う に 、

日 本 ダ ミ ー が 負 と な る 理 由 は 上 記 の 三 つ の 理 由 が 考 え ら れ 、 い ず れ が 主 因 で あ る か を 特 定 で

き な い 。  

11 Sr in ivasan  and  Hamada(1989 )、 後 藤 ( 1990 )ら に よ る 。  
12 Krugman(1987 )  
13 Saxonhouse (1993 )、 Leamer (1984 )は 、 純 輸 出 を 被 説 明 変 数 、 資 本 ・ 労 働 ・ 土 地 と い っ た

生 産 要 素 賦 存 を 説 明 変 数 と し た ヘ ク シ ャ ー・オ リ ー ン 型 モ デ ル に よ る 推 計 を お こ な っ て い る 。

こ れ ら の 研 究 で は 、 い ず れ も 日 本 の 貿 易 構 造 が 特 異 と は い え な い と す る 結 論 が 得 ら れ て い る

が 、 被 説 明 変 数 が 貿 易 収 支 で あ り 、 輸 入 水 準 の 妥 当 性 を 論 じ た 他 の 研 究 と は 異 な る 。  



うことである。最も頻繁に使われるのは、CIF/FOB14であるが、この方法だと輸

送費用が高すぎて輸入されなかった可能性を考慮できない。また、船便と航空便

の違い、輸送費用の規模の経済性などの問題もあるため、輸送費用を適切に示す

ような変数が完成に至っていないという見方が支配的となっている。  
以上のように、計量的に日本の輸入障壁の存在を明示するのは困難といえるが、

本節の最初でふれた「時系列の製品輸入依存度が日本のみ変化していない」、「時

系列の原油以外の輸入依存度が日本のみ低下傾向にある」といった指摘は、輸入

障壁の存在の有無に拘わらず、日本と諸外国の輸入構造の間に何らかの違いがあ

ることを示唆するものである。  
以下、2-3 節では輸入依存度の動向の違いを輸入構造の比較から分析した小島

(1994、1996)の研究を参考に、考察していくことにする。  

                                          
14 C I F ( C o s t  I n s u r a n c e  a n d  F r e i g h t )は 輸 送 費 を 含 め た 輸 入 額 、F O B ( F r e e  O n  B o a r d )は 輸 送

費 を 含 ま な い 輸 入 額 で あ り 、 両 者 の 差 が 輸 送 費 用 と な る 。  



○表４　関税負担率の国際比較

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995
日本 3.3 3.4 3.4 2.9 2.7 3.3 3.4 3.6 3.4 3.1
米国 3.7 3.9 3.8 3.5 3.5 3.3 3.1 3.3 3.2 -
EC 3.6 3.9 3.9 3.5 3.3 3.3 3.1 3.2 3.3 -
カナダ 3.7 3.6 3.5 3.4 3.0 3.0 2.6 2.1 1.8 -
オーストラリア 8.7 8.9 7.9 7.7 6.7 6.5 5.6 4.9 4.6 -

（注）関税負担率=（関税収入額）／（輸入総額）
（出所）大蔵省関税局「大蔵省関税局年報　平成６年版」
　　　　　　　　　　「関税年報　平成９年版」  
 
 

図３　輸入依存度の国際比較　－その２－
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図４　輸入依存度の国際比較　－その３－
（総輸入－鉱物性燃料輸入）／GDP　（単位：％）
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2-3 日本の輸入構造の特徴  

  
小島は、第一節で述べたように、輸入を生産体系輸入と消費体系輸入に分類し

ているが、両者の違いについて（１）生産体系輸入は利潤最大化、消費体系輸入

は消費者の効用最大化によって決定され、両者の背後にある関数（生産関数、効

用関数）が異なること、（２）生産体系輸入は生産量に応じて輸入数量が決まり価

格は二次的なものであるのに対し、消費体系輸入は価格変化に応じて輸入数量が

決まることの二点を挙げている。さらに、小島は 1985 年以降の日本と米国の輸

入依存度が逆転（図１参照）した理由を両者の輸入構造の違いに求め、第二次大

戦後の貿易自由化進展との関連について以下のような見解を示している。貿易自

由化の進展は、財の安価調達を可能にしたが、これは価格弾力性の低い生産体系

輸入よりも価格弾力性の高い消費体系輸入を増大させた。すなわち、生産体系輸

入が中心となる輸入構造を有する日本には、原料節約的な輸出志向型政策と相ま

って輸入依存度の低下傾向をもたらしたのに対し、他方消費体系輸入が中心とな

る輸入構造を有する米国は、消費体系輸入の増大を伴って輸入依存度の上昇傾向

をもたらしたと主張している。  
小島の主張を検証する上で、表６から日本と他先進国の輸入比率を比較した場

合、最も顕著な違いは消費用製品輸入比率の低さである。この消費用製品輸入比

率は、1995 年ではイタリアと大差ない水準にまで上昇しているが、1985 年以前

は非常に低い水準にあった。次に、表７の輸入依存度から同様の比較をした場合、

ここでも顕著なのが日本の消費用製品輸入依存度の低さである。近年こそ上昇傾

向にあるが、元来の水準が低いため、大幅な上昇には至っていない。図５は、先

進七カ国の輸入依存度を（１）総合、（２）生産体系輸入、（４）消費体系輸入に

分解し、1970 年と 95 年の二時点比較において増加寄与度（差分）を示したもの

である。この図から明らかなように、他先進国の輸入依存度の上昇は、明らかに

消費体系輸入主導型であったことがわかる。他方、日本は他国のように生産体系

輸入依存度の低下を相殺するだけの消費体系輸入依存度の上昇がみられず、総合

の輸入依存度の低下を招いたのである。  
以上のように、先進七カ国に対象を広げて考察した場合においても、小島の主

張を支持する結果が得られた。さらに付け加えるならば、図６の 1970 年と 95 年

の二時点比較において消費用製品輸入依存度の増加寄与度（差分）を輸入相手国

別に比較すると、米国とカナダ、欧州域内のように、近隣に位置する先進国から

の輸入が中心的な役割を果たしてきたことがわかる 15。2-2 節において、日本の輸

                                          
15 米 国 の 東 ア ジ ア 地 域 か ら の 輸 入 は 1985 年 以 降 に 急 増 し て い る 。  



入水準の妥当性を巡る議論の焦点は近隣に先進国が存在しない日本の立地条件に

あると述べたが、日本の消費体系輸入の増大が遅れた要因として、近隣に消費用

製品を輸入しあう、すなわち産業内貿易を行える相手国がなかったことが指摘さ

れるのである 16。  
また、他の理由を考える上で重要と考えられるのは、消費用製品に（１）皮革

品や繊維製品といった高関税品目、（２）医薬品、化粧品などのように薬事法や輸

入販売許可制といった規制 17の影響で内外価格差が発生している品目が含まれて

いることである。すなわち、こうした関税や規制が輸入阻害要因となり、消費用

製品の輸入増大を妨げた可能性も指摘されるのである。先に表４で日本の関税負

担率が他先進国と同水準にあることを示したが、見方によっては日本の関税率が

決して低いとはいえないことをここで指摘しておこう。表７は、関税率を示すも

う一つの指標である有税品関税負担率（関税収入額／有税品輸入額）をみたもの

である。これによると、日本の有税品関税負担率は相対的に関税率の高い繊維製

品や加工食料品などの輸入増加を受け、90 年代に入ってから 8％台に上昇してい

る。これは、有税品の関税率が８%に達していることを意味しており、関税の輸

入への影響が依然として無視できない水準にあることに留意する必要がある。  

                                          
16 通 商 白 書 (平 成 七 年 版 )に も 同 様 の 指 摘 が み ら れ る 。  
17 物 価 レ ポ ー ト （ 9 6 年 版 ） に よ る と 、 1 9 9 6 年 の 再 販 指 定 取 り 消 し に よ り 、 医 薬 品 、 化 粧 品

に 価 格 差 縮 小 の 動 き が み ら れ る 。  



○表６　先進七カ国の輸入比率（％）
1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

日本 生産体系輸入 86.8 89.2 88.6 83.7 69.1 62.2
内）粗中間財 69.3 79.7 78.0 69.5 50.4 41.6

内）製品中間財 17.5 9.5 10.6 14.2 18.7 20.6
消費体系輸入 13.2 10.8 11.4 16.3 30.9 37.8

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
米国 生産体系輸入 53.8 63.5 63.4 46.7 45.1 42.8

内）粗中間財 32.0 43.6 45.1 25.4 22.1 15.8
内）製品中間財 21.8 19.9 18.3 21.3 23.1 27.1
消費体系輸入 46.2 36.5 36.6 53.3 54.9 57.2

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
イタリア 生産体系輸入 79.8 81.3 74.4 71.2 58.8 58.7

内）粗中間財 48.0 57.5 50.4 48.8 29.7 26.1
内）製品中間財 31.8 23.8 24.0 22.4 29.0 32.6
消費体系輸入 20.2 18.7 25.6 28.8 41.2 41.3

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
英国 生産体系輸入 72.8 68.3 57.5 55.8 47.7 46.9

内）粗中間財 48.2 45.2 33.4 30.3 20.8 16.7
内）製品中間財 24.6 23.0 24.1 25.5 26.9 30.2
消費体系輸入 27 31.7 42.5 44.2 52.3 53.1

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
カナダ 生産体系輸入 49.8 52.9 53.0 41.5 46.4 46.0

内）粗中間財 18.9 24.2 25.2 15.5 15.7 12.8
内）製品中間財 31.0 28.7 27.8 26.0 30.8 33.3
消費体系輸入 50.2 47.1 47.0 58.5 53.6 54.0

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
フランス 生産体系輸入 71.1 71.3 69.5 65.3 54.3 52.6

内）粗中間財 36.7 42.7 42.5 38.1 23.2 21.0
内）製品中間財 34.4 28.6 27.0 27.2 31.1 31.6
消費体系輸入 28.9 28.7 30.5 34.7 45.7 47.4

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
ドイツ 生産体系輸入 67.5 65.1 64.3 62.6 50.1 45.8

内）粗中間財 38.8 42.3 41.7 37.8 22.9 20.5
内）製品中間財 28.7 22.9 22.6 24.7 27.2 25.3
消費体系輸入 32.5 34.9 35.7 37.4 49.9 54.2

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’   



○表７　先進七カ国の輸入依存度（％）
1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年

日本 生産体系輸入 8.1 10.3 11.8 8.6 5.5 4.1
内）粗中間財 6.5 9.2 10.3 7.1 4.0 2.7

内）製品中間財 1.6 1.1 1.4 1.5 1.5 1.4
消費体系輸入 1.2 1.3 1.5 1.7 2.4 2.5

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
米国 生産体系輸入 2.1 3.9 5.9 4.2 4.3 4.7

内）粗中間財 1.3 2.7 4.2 2.3 2.1 1.7
内）製品中間財 0.9 1.2 1.7 1.9 2.2 3.0
消費体系輸入 1.8 2.2 3.4 4.8 5.2 6.3

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
イタリア 生産体系輸入 11.1 14.5 16.4 15.3 9.6 11.0

内）粗中間財 6.7 10.3 11.1 10.5 4.9 4.9
内）製品中間財 4.4 4.3 5.3 4.8 4.7 6.1
消費体系輸入 2.8 3.3 5.7 6.2 6.7 7.7

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
英国 生産体系輸入 12.8 15.6 12.6 13.1 11.0 11.3

内）粗中間財 8.5 10.3 7.3 7.1 4.8 4.0
内）製品中間財 4.3 5.3 5.3 6.0 6.2 7.3
消費体系輸入 4.8 7.2 9.3 10.4 12.1 12.8

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
カナダ 生産体系輸入 7.9 10.7 11.9 9.2 9.5 13.5

内）粗中間財 3.0 4.9 5.6 3.4 3.2 3.8
内）製品中間財 4.9 5.8 6.2 5.8 6.3 9.8
消費体系輸入 7.9 9.6 10.5 12.9 11.0 15.8

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
フランス 生産体系輸入 9.4 11.2 14.1 13.5 10.6 9.4

内）粗中間財 4.9 6.7 8.6 7.8 4.5 3.7
内）製品中間財 4.6 4.5 5.5 5.6 6.1 5.6
消費体系輸入 3.8 4.5 6.2 7.2 8.9 8.4

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年
ドイツ 生産体系輸入 9.7 10.3 13.2 14.2 10.8 7.3

内）粗中間財 5.6 6.7 8.5 8.6 5.0 3.3
内）製品中間財 4.1 3.6 4.6 5.6 5.9 4.0
消費体系輸入 4.7 5.5 7.3 8.5 10.8 8.7

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’  



○表８　日本の関税負担率と有税品関税負担率（％）
輸入額 負担率
総額 うち有税品 関税収入額 対輸入総額 対有税品輸入額

1985 29,079,740 16,079,181 757,323 2.6 4.7
1986 20,174,729 9,116,842 670,563 3.3 7.4
1987 22,466,258 10,760,312 763,693 3.4 7.1
1988 24,834,123 11,142,899 850,623 3.4 7.6
1989 30,404,171 14,006,310 895,926 2.9 6.4
1990 34,171,137 14,733,031 928,056 2.7 6.3
1991 30,970,420 12,729,550 1,020,504 3.3 8.0
1992 29,225,047 12,610,044 1,005,831 3.4 8.0
1993 26,449,917 11,088,125 962,943 3.6 8.7
1994 28,988,814 11,798,946 994,289 3.4 8.4
1995 32,950,043 12,094,835 1,032,104 3.1 8.5

（注）　　　関税負担率=（関税収入額）／（輸入総額）
　　　有税品関税負担率=（関税収入額）／（有税品輸入額）
（出所）大蔵省関税局「大蔵省関税局年報　平成６年版」
　　　　　　　　　「関税年報　平成９年版」



（出所）OECD 'Trade by Commodities'
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（出所）OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州地域：EU12、北米地域：米国、カナダ、東アジア：ASEAN、NIEs、
中国、オセアニア：オーストラリア、ニュージーランド
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2-4 名目輸入依存度と実質輸入依存度  

 
最後に、これまでみてきた輸入依存度はすべて名目値、すなわち金額ベースで

あったが、これを価格面と数量面に分けた場合について確認しておこう。名目輸

入依存度は、輸入額／名目ＧＤＰで求められるが、輸入額=(輸入価格 )*(輸入数量 )、
名目 GDP=(実質 GDP)*(GDP デフレータ )にそれぞれ分解すると、名目輸入依存

度を価格面 (輸入価格／GDP デフレータ )と数量面（実質輸入依存度=輸入数量／

実質 GDP）に分けることができる。松永（1992a、1992b）、横山（1993、1994）
らは、1985 年ベースで実質化した輸入依存度を用いて、1985 年以降の名目輸入

依存度の低下傾向、実質輸入依存度の上昇傾向を指摘している。これは、1985
年以降における名目輸入依存度の低下傾向の背後に価格低下があったことを示し

ている。  
これに倣って、1990 年ベースで総輸入、粗中間財輸入、製品中間財輸入、消費

用製品輸入の名目・実質輸入依存度を比較したのが図７～10 である。図 7～10
から（１）粗中間財の実質輸入依存度はほどんど変化しておらず、近年の名目輸

入依存度の低下は、価格低下によるところが大きい、（２）製品中間財、消費用製

品の実質輸入依存度は、絶対値では依然として低いが、85 年以降大幅な上昇傾向

にある、（３）名目製品輸入依存度が大幅な上昇を示していない理由は、数量の上

昇と価格の低下が相殺し合っていることによるの三点が読みとれる。実質化は、

（１）基準年をどの時点に設定するかによって変化する、（２）価格指数を算出す

る際、ウエイト（輸入構成比）が基準年に固定されるため、ウエイトが大きく変

化している時期に適用するのは適切でないといった問題点はあるものの、日本の

輸入構造が欧米先進国にみられるような消費体系輸入主導型輸入構造への移行期

にあることを示しているといえよう。  



（注）大蔵省「外国貿易概況」の価格指数が利用可能な財を分類して導出
（出所）大蔵省「外国貿易概況」

図７　名目・実質輸入依存度の推移　－総合
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（注）大蔵省「外国貿易概況」の価格指数が利用可能な財を分類して導出
（出所）大蔵省「外国貿易概況」

図８　名目・実質輸入依存度　－粗中間財（%）
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（注）大蔵省「外国貿易概況」の価格指数が利用可能な財を分類して導出
（出所）大蔵省「外国貿易概況」

図９　名目・実質輸入依存度　－製品中間財
（%）－
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（注）大蔵省「外国貿易概況」の価格指数が利用可能な財を分類して導出
（出所）大蔵省「外国貿易概況」

図10　名目・実質輸入依存度　-消費用製品
（%）-
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第三節 結論  

 
本稿では、輸入構造の国際比較によって、日本の輸入構造にはどのような特徴

があるのか、日本の輸入依存度がこれまで低い水準にとどまってきたのはなぜか

を考察した。その結果、日本は主として生産に投入される生産体系系輸入が中心

となる輸入構造であるのに対し、他先進国は消費用製品輸入が中心となる輸入構

造であるという違いが明らかになった。両者の最も大きな違いは、生産体系輸入

は価格弾力性が低く、消費体系輸入は価格弾力性が高いということである。貿易

自由化による財の安価調達の流れは、消費体系輸入が中心となる他先進国に対し、

近接する先進国からの消費用製品輸入の増大を通じ、輸入依存度の上昇傾向をも

たらした。他方、生産体系輸入が中心となる日本に対しては、生産体系輸入財の

価格低下による輸入依存度の低下傾向をもたらした。  
日本の輸入構造が他の先進国と異なる最も大きな理由は、近隣に先進国がなか

ったことに求められる。しかし、1985 年以降活発化した東アジアへの直接投資に

伴う製品中間財、消費用製品の輸入急増は、今後国際分業の進展をもたらし、他

先進国型輸入構造への転換が予想される。また、消費用製品には高関税、大幅な

内外価格差が発生している公的規制品目が含まれており、これが消費用製品輸入

増大を阻害要因となってきた可能性もある。消費用製品は、消費者の厚生に密接

に関連する財が中心であるため、こうした可能性についての考察は今後の課題と

したい。
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○付 表 １ 輸 入 比 率 （輸 入 総 額 に占 める割 合 、％） －日 本

－   

       

日本 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 13.5 15.2 10.4 12.0 13.5 15.1 

原料計 35.1 20.1 17.7 14.3 12.7 10.4 

鉱物性燃料 20.6 44.3 49.9 43.1 24.2 16.1 

粗中間財 TOTAL 69.3 79.7 78.0 69.5 50.4 41.6 

製品中間財       

化学品計 3.8 2.6 3.3 4.9 5.0 5.3 

一般機械計 5.0 2.7 2.1 2.6 4.0 3.9 

電気機械計 2.2 1.4 1.2 1.9 3.0 6.0 

繊維用糸 0.2 0.3 0.4 0.6 0.5 0.5 

金属品計 6.4 2.5 3.7 4.2 6.1 4.9 

製品中間財計 17.5 9.5 10.6 14.2 18.7 20.6 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 1.5 1.0 0.9 1.2 1.5 1.9 

事務用機械 1.7 0.9 0.8 1.2 2.3 4.8 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.5 0.5 0.3 0.5 1.3 3.1 

繊維製品計 1.0 1.0 0.9 0.9 1.3 1.4 

金属製品 0.4 0.3 0.4 0.5 0.8 1.1 

輸送機械計 2.1 1.3 1.6 2.0 4.7 4.7 

精密機械計 1.0 0.9 1.2 1.7 2.3 2.9 

その他製品計 4.6 4.4 4.2 5.5 14.0 15.8 

再輸入、特殊取扱品 0.5 0.4 1.1 2.9 2.6 2.2 

消費用製品計 13.2 10.8 11.4 16.3 30.9 37.8 

       

生産体系輸入 86.8 89.2 88.6 83.7 69.1 62.2 

消費体系輸入 13.2 10.8 11.4 16.3 30.9 37.8 

       

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

 



 
○付表１（続き） 輸入比率（輸入総額に占める割合、％） －米国－  

       

米国 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 15.6 10.2 7.9 6.7 5.6 4.5 

原料計 8.7 6.2 4.7 3.3 3.2 3.0 

鉱物性燃料 7.7 27.2 32.5 15.4 13.3 8.2 

粗中間財 TOTAL 32.0 43.6 45.1 25.4 22.1 15.8 

製品中間財       

化学品計 3.2 3.4 3.1 3.7 3.8 4.4 

一般機械計 6.3 6.1 5.9 7.9 9.0 9.1 

電気機械計 2.6 2.6 3.0 4.4 6.1 9.4 

繊維用糸 0.6 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 

金属品計 9.2 7.5 6.3 5.1 4.0 3.9 

製品中間財計 21.8 19.9 18.3 21.3 23.1 27.1 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.4 0.4 0.5 0.7 0.8 1.0 

事務用機械 1.3 1.1 1.2 3.3 5.3 8.3 

通信、映像、音響、家電機器合計 4.4 3.3 3.1 5.9 5.0 5.1 

繊維製品計 2.3 1.1 0.9 1.2 1.2 1.2 

金属製品 2.1 1.8 1.6 2.0 1.8 1.9 

輸送機械計 14.7 12.6 12.1 17.6 15.8 14.4 

精密機械計 1.6 1.4 1.8 2.2 2.5 2.9 

その他製品計 16.2 12.1 12.7 17.3 19.0 19.0 

再輸入、特殊取扱品 3.2 2.6 2.7 3.1 3.4 3.4 

消費用製品計 46.2 36.5 36.6 53.3 54.9 57.2 

       

生産体系輸入 53.8 63.5 63.4 46.7 45.1 42.8 

消費体系輸入 46.2 36.5 36.6 53.3 54.9 57.2 

       

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

 



 
○付表１（続き） 輸入比率（輸入総額に占める割合、％） －イタリア－ 

       

イタリア 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 16.7 17.3 11.9 12.6 11.0 10.4 

原料計 17.2 13.1 10.9 9.9 8.2 8.3 

鉱物性燃料 14.0 27.0 27.6 26.3 10.5 7.4 

粗中間財 TOTAL 48.0 57.5 50.4 48.8 29.7 26.1 

製品中間財       

化学品計 6.5 6.2 7.0 7.9 8.8 10.2 

一般機械計 8.5 7.3 6.2 5.4 7.9 8.0 

電気機械計 3.8 3.4 2.5 2.8 4.4 5.3 

繊維用糸 0.8 0.7 1.1 1.3 1.4 1.5 

金属品計 12.2 6.3 7.3 5.0 6.5 7.6 

製品中間財計 31.8 23.8 24.0 22.4 29.0 32.6 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 1.4 1.2 1.0 1.5 2.2 2.7 

事務用機械 1.3 1.3 1.8 2.9 3.2 3.3 

通信、映像、音響、家電機器合計 1.4 1.4 1.7 1.7 2.9 2.5 

繊維製品計 2.1 1.6 1.8 1.8 2.2 1.9 

金属製品 1.3 1.2 1.3 1.0 1.5 1.5 

輸送機械計 5.7 5.3 8.0 7.2 11.7 10.2 

精密機械計 1.7 1.7 2.1 2.3 3.1 2.8 

その他製品計 5.2 4.5 6.2 6.6 9.7 11.9 

再輸入、特殊取扱品 0.2 0.4 1.7 3.8 4.7 4.7 

消費用製品計 20.2 18.7 25.6 28.8 41.2 41.3 

       

生産体系輸入 79.8 81.3 74.4 71.2 58.8 58.7 

消費体系輸入 20.2 18.7 25.6 28.8 41.2 41.3 

       

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

 



 
○付表１（続き） 輸入比率（輸入総額に占める割合、％） －英国－  

       

英国 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 22.7 18.1 12.2 11.2 9.8 9.3 

原料計 15.1 9.2 7.6 6.5 4.8 4.0 

鉱物性燃料 10.4 17.9 13.6 12.7 6.2 3.5 

粗中間財 TOTAL 48.2 45.2 33.4 30.3 20.8 16.7 

製品中間財       

化学品計 5.4 5.2 5.4 7.1 7.1 8.0 

一般機械計 6.7 7.6 7.9 9.0 9.8 9.3 

電気機械計 2.7 2.8 2.4 4.2 4.8 7.8 

繊維用糸 0.7 0.7 0.7 1.0 0.7 0.7 

金属品計 9.2 6.8 7.8 4.4 4.5 4.5 

製品中間財計 24.6 23.0 24.1 25.5 26.9 30.2 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.6 0.7 0.8 1.2 1.5 2.5 

事務用機械 2.7 2.0 2.7 5.4 6.1 7.3 

通信、映像、音響、家電機器合計 1.5 2.2 2.2 3.5 3.5 4.0 

繊維製品計 2.2 2.1 2.3 2.7 2.4 2.1 

金属製品 1.1 1.4 1.7 1.8 2.1 1.9 

輸送機械計 3.3 4.9 10.5 10.3 13.3 12.5 

精密機械計 1.6 1.9 2.8 1.5 3.2 3.2 

その他製品計 13.0 14.0 18.2 16.1 19.1 17.5 

再輸入、特殊取扱品 1.2 2.6 1.3 1.6 1.1 2.0 

消費用製品計 27 31.7 42.5 44.2 52.3 53.1 

       

生産体系輸入 72.8 68.3 57.5 55.8 47.7 46.9 

消費体系輸入 27.2 31.7 42.5 44.2 52.3 53.1 

       

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

 



 
○付表１（続き） 輸入比率（輸入総額に占める割合、％） －カナダ

－  

       

カナダ 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 7.8 7.6 6.8 5.5 5.9 5.5 

原料計 5.4 4.5 6.2 3.9 3.4 3.7 

鉱物性燃料 5.6 12.0 12.1 6.0 6.4 3.7 

粗中間財 TOTAL 18.9 24.2 25.2 15.5 15.7 12.8 

製品中間財       

化学品計 4.9 4.4 4.6 5.0 5.4 6.2 

一般機械計 16.7 16.6 16.6 14.1 14.6 14.5 

電気機械計 3.9 3.3 2.7 3.6 6.9 8.4 

繊維用糸 0.6 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 

金属品計 4.8 4.0 3.4 3.0 3.5 3.7 

製品中間財計 31.0 28.7 27.8 26.0 30.8 33.3 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 1.1 0.8 0.9 0.8 1.2 1.8 

事務用機械 2.2 1.9 3.1 4.3 4.4 5.3 

通信、映像、音響、家電機器合計 2.8 2.8 2.7 3.3 3.2 3.6 

繊維製品計 3.0 2.1 1.8 1.7 1.6 1.6 

金属製品 2.9 2.3 2.6 2.4 2.7 2.9 

輸送機械計 23.6 23.5 20.2 30.1 21.1 19.7 

精密機械計 3.3 2.3 2.9 2.9 2.9 3.0 

その他製品計 9.9 10.2 9.2 9.9 13.3 13.0 

再輸入、特殊取扱品 1.3 1.0 3.7 3.1 3.0 3.1 

消費用製品計 50.2 47.1 47.0 58.5 53.6 54.0 

       

生産体系輸入 49.8 52.9 53.0 41.5 46.4 46.0 

消費体系輸入 50.2 47.1 47.0 58.5 53.6 54.0 

       

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

 



 
○付表１（続き） 輸入比率（輸入総額に占める割合、％） －フランス－ 

       

フランス 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 13.0 11.4 9.4 10.1 9.3 10.2 

原料計 11.7 8.4 6.5 5.7 4.2 4.0 

鉱物性燃料 12.1 22.9 26.7 22.4 9.6 6.8 

粗中間財 TOTAL 36.7 42.7 42.5 38.1 23.2 21.0 

製品中間財       

化学品計 6.8 7.0 8.1 8.8 8.9 9.6 

一般機械計 11.3 9.4 8.4 8.5 11.2 9.9 

電気機械計 3.7 3.3 2.6 3.3 4.2 5.4 

繊維用糸 0.7 0.8 0.7 0.9 0.9 0.8 

金属品計 11.8 8.1 7.1 5.7 6.0 5.9 

製品中間財計 34.4 28.6 27.0 27.2 31.1 31.6 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 1.3 1.1 0.9 1.3 1.8 2.9 

事務用機械 2.5 1.8 2.1 3.8 4.3 4.8 

通信、映像、音響、家電機器合計 1.8 2.1 2.0 2.0 3.1 3.3 

繊維製品計 2.2 2.7 2.4 2.4 2.4 2.0 

金属製品 2.2 2.0 2.0 2.0 2.5 2.4 

輸送機械計 6.4 6.2 6.4 7.2 11.3 12.0 

精密機械計 1.9 2.0 2.3 2.6 2.9 2.9 

その他製品計 10.4 10.8 12.0 13.2 17.0 16.8 

再輸入、特殊取扱品 0.0 0.0 0.4 0.3 0.4 0.3 

消費用製品計 28.9 28.7 30.5 34.7 45.7 47.4 

       

生産体系輸入 71.1 71.3 69.5 65.3 54.3 52.6 

消費体系輸入 28.9 28.7 30.5 34.7 45.7 47.4 

       

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

 



 
○付 表１（続き） 輸 入 比 率（輸 入 総 額に占める割 合 、％） －ドイツ

－  

       

ドイツ 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 16.6 14.0 10.9 10.6 9.3 9.1 

原料計 13.4 10.6 8.3 7.5 5.5 4.5 

鉱物性燃料 8.8 17.7 22.6 19.8 8.2 6.9 

粗中間財 TOTAL 38.8 42.3 41.7 37.8 22.9 20.5 

製品中間財       

化学品計 5.4 6.0 6.1 7.7 7.4 6.6 

一般機械計 6.4 5.3 5.7 6.1 8.3 7.4 

電気機械計 3.4 3.2 2.9 3.7 4.5 5.7 

繊維用糸 1.5 1.1 1.0 1.0 0.8 0.5 

金属品計 12.1 7.2 6.9 6.2 6.2 5.0 

製品中間財計 28.7 22.9 22.6 24.7 27.2 25.3 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.9 1.1 1.0 1.2 1.5 2.0 

事務用機械 1.8 1.6 1.9 3.6 4.3 4.6 

通信、映像、音響、家電機器合計 1.8 2.3 2.0 2.3 3.5 3.7 

繊維製品計 3.3 3.2 2.8 2.2 2.6 2.3 

金属製品 1.6 1.7 1.8 1.7 2.3 2.4 

輸送機械計 6.0 5.7 6.3 7.3 12.7 13.5 

精密機械計 1.6 1.8 2.3 2.5 2.6 2.6 

その他製品計 12.7 14.9 15.0 14.0 18.0 18.5 

再輸入、特殊取扱品 2.8 2.6 2.5 2.7 2.4 4.6 

消費用製品計 32.5 34.9 35.7 37.4 49.9 54.2 

       

生産体系輸入 67.5 65.1 64.3 62.6 50.1 45.8 

消費体系輸入 32.5 34.9 35.7 37.4 49.9 54.2 

       

（出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

 



 
○付表２ 輸入依存度（対 GDP 比、％） －日本－    

       

日本 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 1.3 1.8 1.4 1.2 1.1 1.0 

原料計 3.3 2.3 2.3 1.5 1.0 0.7 

鉱物性燃料 1.9 5.1 6.6 4.4 1.9 1.1 

粗中間財 TOTAL 6.5 9.2 10.3 7.1 4.0 2.7 

製品中間財       

化学品計 0.4 0.3 0.4 0.5 0.4 0.3 

一般機械計 0.5 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 

電気機械計 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.4 

繊維用糸 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 

金属品計 0.6 0.3 0.5 0.4 0.5 0.3 

製品中間財計 1.6 1.1 1.4 1.5 1.5 1.4 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

事務用機械 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.3 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.2 

繊維製品計 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

金属製品 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 

輸送機械計 0.2 0.2 0.2 0.2 0.4 0.3 

精密機械計 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 

その他製品計 0.4 0.5 0.6 0.6 1.1 1.0 

再輸入、特殊取扱品 0.0 0.0 0.1 0.3 0.2 0.1 

消費用製品計 1.2 1.3 1.5 1.7 2.4 2.5 

       

生産体系輸入 8.1 10.3 11.8 8.6 5.5 4.1 

消費体系輸入 1.2 1.3 1.5 1.7 2.4 2.5 

       

出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

          IMF ‘IFS’       

 



 
○付表２（続き） 輸入依存度（対 GDP 比、％） －米国－   

       

米国 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 0.6 0.6 0.7 0.6 0.5 0.5 

原料計 0.3 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 

鉱物性燃料 0.3 1.7 3.0 1.4 1.3 0.9 

粗中間財 TOTAL 1.3 2.7 4.2 2.3 2.1 1.7 

製品中間財       

化学品計 0.1 0.2 0.3 0.3 0.4 0.5 

一般機械計 0.2 0.4 0.6 0.7 0.8 1.0 

電気機械計 0.1 0.2 0.3 0.4 0.6 1.0 

繊維用糸 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

金属品計 0.4 0.5 0.6 0.5 0.4 0.4 

製品中間財計 0.9 1.2 1.7 1.9 2.2 3.0 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 

事務用機械 0.0 0.1 0.1 0.3 0.5 0.9 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.2 0.2 0.3 0.5 0.5 0.6 

繊維製品計 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

金属製品 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 

輸送機械計 0.6 0.8 1.1 1.6 1.5 1.6 

精密機械計 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.3 

その他製品計 0.6 0.7 1.2 1.6 1.8 2.1 

再輸入、特殊取扱品 0.1 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4 

消費用製品計 1.8 2.2 3.4 4.8 5.2 6.3 

       

生産体系輸入 2.1 3.9 5.9 4.2 4.3 4.7 

消費体系輸入 1.8 2.2 3.4 4.8 5.2 6.3 

       

出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

          IMF ‘IFS’       

 



 
○付表２（続き） 輸入依存度（対 GDP 比、％） －イタリア－   

       

イタリア 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 2.3 3.1 2.6 2.7 1.8 2.0 

原料計 2.4 2.3 2.4 2.1 1.3 1.6 

鉱物性燃料 2.0 4.8 6.1 5.6 1.7 1.4 

粗中間財 TOTAL 6.7 10.3 11.1 10.5 4.9 4.9 

製品中間財       

化学品計 0.9 1.1 1.6 1.7 1.4 1.9 

一般機械計 1.2 1.3 1.4 1.2 1.3 1.5 

電気機械計 0.5 0.6 0.5 0.6 0.7 1.0 

繊維用糸 0.1 0.1 0.2 0.3 0.2 0.3 

金属品計 1.7 1.1 1.6 1.1 1.1 1.4 

製品中間財計 4.4 4.3 5.3 4.8 4.7 6.1 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 

事務用機械 0.2 0.2 0.4 0.6 0.5 0.6 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.2 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5 

繊維製品計 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4 

金属製品 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3 

輸送機械計 0.8 0.9 1.8 1.5 1.9 1.9 

精密機械計 0.2 0.3 0.5 0.5 0.5 0.5 

その他製品計 0.7 0.8 1.4 1.4 1.6 2.2 

再輸入、特殊取扱品 0.0 0.1 0.4 0.8 0.8 0.9 

消費用製品計 2.8 3.3 5.7 6.2 6.7 7.7 

       

生産体系輸入 11.1 14.5 16.4 15.3 9.6 11.0 

消費体系輸入 2.8 3.3 5.7 6.2 6.7 7.7 

       

出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

          IMF ‘IFS’       

 



 
○付表２（続き） 輸入依存度（対 GDP 比、％） －英国－   

       

英国 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 4.0 4.1 2.7 2.6 2.3 2.2 

原料計 2.6 2.1 1.7 1.5 1.1 1.0 

鉱物性燃料 1.8 4.1 3.0 3.0 1.4 0.8 

粗中間財 TOTAL 8.5 10.3 7.3 7.1 4.8 4.0 

製品中間財       

化学品計 0.9 1.2 1.2 1.7 1.6 1.9 

一般機械計 1.2 1.7 1.7 2.1 2.3 2.2 

電気機械計 0.5 0.6 0.5 1.0 1.1 1.9 

繊維用糸 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

金属品計 1.6 1.6 1.7 1.0 1.0 1.1 

製品中間財計 4.3 5.3 5.3 6.0 6.2 7.3 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0.6 

事務用機械 0.5 0.5 0.6 1.3 1.4 1.7 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.3 0.5 0.5 0.8 0.8 1.0 

繊維製品計 0.4 0.5 0.5 0.6 0.6 0.5 

金属製品 0.2 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5 

輸送機械計 0.6 1.1 2.3 2.4 3.1 3.0 

精密機械計 0.3 0.4 0.6 0.4 0.7 0.8 

その他製品計 2.3 3.2 4.0 3.8 4.4 4.2 

再輸入、特殊取扱品 0.2 0.6 0.3 0.4 0.2 0.5 

消費用製品計 4.8 7.2 9.3 10.4 12.1 12.8 

       

生産体系輸入 12.8 15.6 12.6 13.1 11.0 11.3 

消費体系輸入 4.8 7.2 9.3 10.4 12.1 12.8 

       

出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

          IMF ‘IFS’       

 



 
○付表２（続き） 輸入依存度（対 GDP 比、％） －カナダ－   

       

カナダ 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 1.2 1.5 1.5 1.2 1.2 1.6 

原料計 0.9 0.9 1.4 0.9 0.7 1.1 

鉱物性燃料 0.9 2.4 2.7 1.3 1.3 1.1 

粗中間財 TOTAL 3.0 4.9 5.6 3.4 3.2 3.8 

製品中間財       

化学品計 0.8 0.9 1.0 1.1 1.1 1.8 

一般機械計 2.6 3.4 3.7 3.1 3.0 4.3 

電気機械計 0.6 0.7 0.6 0.8 1.4 2.5 

繊維用糸 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

金属品計 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 1.1 

製品中間財計 4.9 5.8 6.2 5.8 6.3 9.8 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.5 

事務用機械 0.4 0.4 0.7 0.9 0.9 1.6 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.4 0.6 0.6 0.7 0.7 1.0 

繊維製品計 0.5 0.4 0.4 0.4 0.3 0.5 

金属製品 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5 0.9 

輸送機械計 3.7 4.8 4.5 6.6 4.3 5.8 

精密機械計 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.9 

その他製品計 1.6 2.1 2.1 2.2 2.7 3.8 

再輸入、特殊取扱品 0.2 0.2 0.8 0.7 0.6 0.9 

消費用製品計 7.9 9.6 10.5 12.9 11.0 15.8 

       

生産体系輸入 7.9 10.7 11.9 9.2 9.5 13.5 

消費体系輸入 7.9 9.6 10.5 12.9 11.0 15.8 

       

出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

          IMF ‘IFS’       

 



 
○付表２（続き） 輸入依存度（対 GDP 比、％） －フランス－   

       

フランス 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 1.7 1.8 1.9 2.1 1.8 1.8 

原料計 1.5 1.3 1.3 1.2 0.8 0.7 

鉱物性燃料 1.6 3.6 5.4 4.6 1.9 1.2 

粗中間財 TOTAL 4.9 6.7 8.6 7.8 4.5 3.7 

製品中間財       

化学品計 0.9 1.1 1.6 1.8 1.7 1.7 

一般機械計 1.5 1.5 1.7 1.8 2.2 1.8 

電気機械計 0.5 0.5 0.5 0.7 0.8 1.0 

繊維用糸 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 

金属品計 1.6 1.3 1.4 1.2 1.2 1.0 

製品中間財計 4.6 4.5 5.5 5.6 6.1 5.6 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 

事務用機械 0.3 0.3 0.4 0.8 0.8 0.9 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.2 0.3 0.4 0.4 0.6 0.6 

繊維製品計 0.3 0.4 0.5 0.5 0.5 0.4 

金属製品 0.3 0.3 0.4 0.4 0.5 0.4 

輸送機械計 0.8 1.0 1.3 1.5 2.2 2.1 

精密機械計 0.3 0.3 0.5 0.5 0.6 0.5 

その他製品計 1.4 1.7 2.4 2.7 3.3 3.0 

再輸入、特殊取扱品 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 

消費用製品計 3.8 4.5 6.2 7.2 8.9 8.4 

       

生産体系輸入 9.4 11.2 14.1 13.5 10.6 9.4 

消費体系輸入 3.8 4.5 6.2 7.2 8.9 8.4 

       

出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

          IMF ‘IFS’       

 



 
○付表２（続き） 輸入依存度（対 GDP 比、％） －ドイツ－   

       

ドイツ 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 

粗中間財       

食料品計 2.4 2.2 2.2 2.4 2.0 1.4 

原料計 1.9 1.7 1.7 1.7 1.2 0.7 

鉱物性燃料 1.3 2.8 4.6 4.5 1.8 1.1 

粗中間財 TOTAL 5.6 6.7 8.5 8.6 5.0 3.3 

製品中間財       

化学品計 0.8 0.9 1.3 1.7 1.6 1.1 

一般機械計 0.9 0.8 1.2 1.4 1.8 1.2 

電気機械計 0.5 0.5 0.6 0.8 1.0 0.9 

繊維用糸 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 

金属品計 1.7 1.1 1.4 1.4 1.3 0.8 

製品中間財計 4.1 3.6 4.6 5.6 5.9 4.0 

消費用製品       

医薬品、化粧品、洗剤合計 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 

事務用機械 0.3 0.2 0.4 0.8 0.9 0.7 

通信、映像、音響、家電機器合計 0.3 0.4 0.4 0.5 0.8 0.6 

繊維製品計 0.5 0.5 0.6 0.5 0.6 0.4 

金属製品 0.2 0.3 0.4 0.4 0.5 0.4 

輸送機械計 0.9 0.9 1.3 1.6 2.7 2.2 

精密機械計 0.2 0.3 0.5 0.6 0.6 0.4 

その他製品計 1.8 2.4 3.1 3.2 3.9 3.0 

再輸入、特殊取扱品 0.4 0.4 0.5 0.6 0.5 0.7 

消費用製品計 4.7 5.5 7.3 8.5 10.8 8.7 

       

生産体系輸入 9.7 10.3 13.2 14.2 10.8 7.3 

消費体系輸入 4.7 5.5 7.3 8.5 10.8 8.7 

       

出所）OECD ‘Trade by Commodities’     

          IMF ‘IFS’       

 



○付表３　貿易相手国別輸入比率（上表）・輸入依存度（下表）（％）　－日本－

日本 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア その他
粗中間財 1970年 100.0 2.0 30.5 19.5 11.8 36.1

1975年 100.0 1.8 21.3 21.4 9.3 46.2
1980年 100.0 1.5 16.6 27.0 6.7 48.2
1985年 100.0 2.1 17.6 30.5 8.1 41.7
1990年 100.0 4.2 22.9 28.1 9.3 35.4
1995年 100.0 5.1 24.4 28.1 9.6 32.9

製品中間財 1970年 100.0 26.4 37.9 8.7 3.9 23.0
1975年 100.0 21.5 39.5 12.8 4.8 21.4
1980年 100.0 22.6 38.6 17.2 2.4 19.2
1985年 100.0 22.2 39.0 19.4 4.2 15.3
1990年 100.0 25.7 32.6 21.1 4.1 16.5
1995年 100.0 20.5 31.5 32.8 2.8 12.3

消費用製品 1970年 100.0 31.9 45.2 10.0 0.7 12.1
1975年 100.0 32.3 35.0 24.7 2.4 5.6
1980年 100.0 30.1 32.5 25.7 0.5 11.3
1985年 100.0 29.6 36.1 27.3 1.2 5.8
1990年 100.0 36.6 27.0 30.9 1.8 3.7
1995年 100.0 26.0 23.8 45.9 1.4 2.9

日本 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア その他
粗中間財 1970年 6.5 0.1 2.0 1.3 0.8 2.3

1975年 9.2 0.2 2.0 2.0 0.9 4.3
1980年 10.3 0.2 1.7 2.8 0.7 5.0
1985年 7.1 0.2 1.2 2.2 0.6 3.0
1990年 4.0 0.2 0.9 1.1 0.4 1.4
1995年 2.7 0.1 0.7 0.8 0.3 0.9

製品中間財 1970年 1.6 0.4 0.6 0.1 0.06 0.4
1975年 1.1 0.2 0.4 0.1 0.05 0.2
1980年 1.4 0.3 0.5 0.2 0.03 0.3
1985年 1.5 0.3 0.6 0.3 0.06 0.2
1990年 1.5 0.4 0.5 0.3 0.06 0.2
1995年 1.4 0.3 0.4 0.4 0.04 0.2

消費用製品 1970年 1.2 0.4 0.6 0.1 0.01 0.1
1975年 1.3 0.4 0.4 0.3 0.03 0.1
1980年 1.5 0.5 0.5 0.4 0.01 0.2
1985年 1.7 0.5 0.6 0.5 0.02 0.1
1990年 2.4 0.9 0.7 0.8 0.04 0.1
1995年 2.5 0.6 0.6 1.1 0.03 0.1

（出所)OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州（EU12）、北米(米国、カナダ)、東アジア（ASEAN、NIEs、中国）､オセアニア
(オーストラリア、ニュージーランド）

 



付表３（続き）　貿易相手国別輸入比率（上表）・輸入依存度（下表）（％）－米国－

米国 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 100.0 13.3 26.0 7.7 5.0 1.6 46.4

1975年 100.0 7.0 19.9 9.4 2.4 0.6 60.7
1980年 100.0 8.2 12.5 8.3 2.5 0.4 68.1
1985年 100.0 14.5 20.4 10.8 3.2 0.8 50.3
1990年 100.0 12.4 19.9 7.1 3.6 0.5 56.4
1995年 100.0 12.5 26.7 8.3 2.3 0.7 49.4

製品中間財 1970年 100.0 39.1 26.4 4.5 1.7 19.4 8.9
1975年 100.0 38.8 21.7 6.8 1.8 20.5 10.5
1980年 100.0 35.3 20.3 11.0 1.0 18.8 13.5
1985年 100.0 35.2 15.7 11.6 0.7 21.7 15.1
1990年 100.0 34.3 16.3 13.0 0.8 22.1 13.6
1995年 100.0 28.1 14.9 18.8 0.5 22.2 15.6

消費用製品 1970年 100.0 32.5 29.6 11.0 0.3 21.1 5.5
1975年 100.0 28.4 27.1 14.3 0.2 19.1 10.9
1980年 100.0 23.6 18.5 20.0 0.2 25.6 12.1
1985年 100.0 22.3 19.9 21.8 0.3 28.4 7.3
1990年 100.0 20.2 18.2 27.4 0.4 23.3 10.5
1995年 100.0 17.3 19.2 30.7 0.3 18.1 14.3

米国 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 1.3 0.2 0.3 0.1 0.1 0.0 0.6

1975年 2.7 0.2 0.5 0.3 0.1 0.0 1.6
1980年 4.2 0.3 0.5 0.3 0.1 0.0 2.9
1985年 2.3 0.3 0.5 0.2 0.1 0.0 1.2
1990年 2.1 0.3 0.4 0.1 0.1 0.0 1.2
1995年 1.7 0.2 0.5 0.1 0.0 0.0 0.9

製品中間財 1970年 0.9 0.3 0.2 0.0 0.0 0.2 0.1
1975年 1.2 0.5 0.3 0.1 0.0 0.2 0.1
1980年 1.7 0.6 0.3 0.2 0.0 0.3 0.2
1985年 1.9 0.7 0.3 0.2 0.0 0.4 0.3
1990年 2.2 0.7 0.4 0.3 0.0 0.5 0.3
1995年 3.0 0.8 0.4 0.6 0.0 0.7 0.5

消費用製品 1970年 1.8 0.6 0.5 0.2 0.0 0.4 0.1
1975年 2.2 0.6 0.6 0.3 0.0 0.4 0.2
1980年 3.4 0.8 0.6 0.7 0.0 0.9 0.4
1985年 4.8 1.1 1.0 1.1 0.0 1.4 0.3
1990年 5.2 1.0 0.9 1.4 0.0 1.2 0.5
1995年 6.3 1.1 1.2 1.9 0.0 1.2 0.9

（出所)OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州（EU12）、北米(米国、カナダ)、東アジア（ASEAN、NIEs、中国）､オセアニア(オーストラリ
ア、ニュージーランド）

 



○ 付表３（続き）　貿易相手国別輸入比率（上表）・輸入依存度（下表）　－イタリア－

イタリア 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 100.0 35.9 9.6 2.5 0.2 0.5 51.3

1975年 100.0 32.3 9.6 1.4 1.3 0.3 55.2
1980年 100.0 30.6 7.3 2.2 1.1 0.1 58.6
1985年 100.0 35.5 5.3 2.2 1.5 0.1 55.4
1990年 100.0 48.1 6.3 2.2 1.8 0.1 41.6
1995年 100.0 50.5 6.7 3.4 1.8 0.1 37.4

製品中間財 1970年 100.0 70.4 13.7 1.0 0.2 2.9 11.8
1975年 100.0 74.8 11.4 1.1 0.2 2.4 10.1
1980年 100.0 77.0 8.6 1.4 0.3 1.8 10.9
1985年 100.0 79.2 6.6 1.7 0.1 2.6 9.9
1990年 100.0 79.6 5.4 1.8 0.1 3.2 10.0
1995年 100.0 75.9 5.2 3.4 0.2 3.1 12.2

消費用製品 1970年 100.0 78.1 13.8 2.6 0.0 1.7 3.8
1975年 100.0 77.3 10.8 3.8 0.0 2.3 5.8
1980年 100.0 72.0 8.6 5.7 0.2 3.2 10.4
1985年 100.0 72.6 8.6 5.1 0.2 3.6 10.0
1990年 100.0 73.1 6.0 6.0 0.2 3.3 11.3
1995年 100.0 68.2 5.5 8.2 0.3 2.8 15.0

イタリア 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 6.7 2.4 0.6 0.2 0.0 0.0 3.4

1975年 10.3 3.3 1.0 0.1 0.1 0.0 5.7
1980年 11.1 3.4 0.8 0.2 0.1 0.0 6.5
1985年 10.5 3.7 0.6 0.2 0.2 0.0 5.8
1990年 4.9 2.3 0.3 0.1 0.1 0.0 2.0
1995年 4.9 2.5 0.3 0.2 0.1 0.0 1.8

製品中間財 1970年 4.4 3.1 0.6 0.0 0.0 0.1 0.5
1975年 4.3 3.2 0.5 0.0 0.0 0.1 0.4
1980年 5.3 4.1 0.5 0.1 0.0 0.1 0.6
1985年 4.8 3.8 0.3 0.1 0.0 0.1 0.5
1990年 4.7 3.8 0.3 0.1 0.0 0.2 0.5
1995年 6.1 4.6 0.3 0.2 0.0 0.2 0.7

消費用製品 1970年 2.8 2.2 0.4 0.1 0.0 0.0 0.1
1975年 3.3 2.6 0.4 0.1 0.0 0.1 0.2
1980年 5.7 4.1 0.5 0.3 0.0 0.2 0.6
1985年 6.2 4.5 0.5 0.3 0.0 0.2 0.6
1990年 6.7 4.9 0.4 0.4 0.0 0.2 0.8
1995年 7.7 5.3 0.4 0.6 0.0 0.2 1.2

（出所)OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州（EU12）、北米(米国、カナダ)、東アジア（ASEAN、NIEs、中国）､オセアニア(オーストラリ
ア、ニュージーランド）

 



○付表３（続き）　貿易相手国別輸入比率（上表）・輸入依存度（下表）（％）　－英国－

英国 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 100.0 26.9 13.6 9.7 9.1 0.6 40.0

1975年 100.0 37.2 8.2 3.3 3.9 0.3 47.0
1980年 100.0 41.9 9.5 3.3 3.5 0.2 41.5
1985年 100.0 55.8 8.1 3.6 3.4 0.2 28.9
1990年 100.0 61.3 9.0 3.3 3.2 0.2 23.0
1995年 100.0 61.2 9.4 3.8 3.6 0.2 21.8

製品中間財 1970年 100.0 47.2 30.3 1.0 2.6 2.0 16.8
1975年 100.0 61.6 20.2 2.1 1.6 4.1 10.3
1980年 100.0 64.7 17.3 1.9 1.8 3.6 10.6
1985年 100.0 63.0 16.9 2.7 1.4 4.2 11.8
1990年 100.0 69.6 14.1 4.0 0.8 6.1 5.3
1995年 100.0 59.4 16.1 7.9 0.7 7.8 8.0

消費用製品 1970年 100.0 47.1 21.8 7.6 0.6 2.5 20.5
1975年 100.0 56.0 14.3 7.7 0.5 5.3 16.2
1980年 100.0 49.5 12.3 7.5 0.3 5.7 24.7
1985年 100.0 64.0 14.6 8.4 0.4 8.3 4.4
1990年 100.0 62.7 14.5 10.2 0.6 7.0 4.9
1995年 100.0 55.1 12.9 12.7 0.3 6.3 12.7

英国 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 8.5 2.3 1.1 0.8 0.8 0.1 3.4

1975年 10.3 3.8 0.9 0.3 0.4 0.0 4.9
1980年 7.3 3.1 0.7 0.2 0.3 0.0 3.0
1985年 7.1 4.0 0.6 0.3 0.2 0.0 2.1
1990年 4.8 2.9 0.4 0.2 0.2 0.0 1.1
1995年 4.0 2.5 0.4 0.2 0.1 0.0 0.9

製品中間財 1970年 4.3 2.0 1.3 0.0 0.1 0.1 0.7
1975年 5.3 3.2 1.1 0.1 0.1 0.2 0.5
1980年 5.3 3.4 0.9 0.1 0.1 0.2 0.6
1985年 6.0 3.8 1.0 0.2 0.1 0.2 0.7
1990年 6.2 4.3 0.9 0.2 0.1 0.4 0.3
1995年 7.3 4.3 1.2 0.6 0.05 0.6 0.6

消費用製品 1970年 4.8 2.2 1.0 0.4 0.03 0.1 1.0
1975年 7.2 4.1 1.0 0.6 0.03 0.4 1.2
1980年 9.3 4.6 1.1 0.7 0.03 0.5 2.3
1985年 10.4 6.6 1.5 0.9 0.04 0.9 0.5
1990年 12.1 7.6 1.8 1.2 0.1 0.8 0.6
1995年 12.8 7.0 1.6 1.6 0.04 0.8 1.6

（出所)OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州（EU12）、北米(米国、カナダ)、東アジア（ASEAN、NIEs、中国）､オセアニア(オーストラリ
ア、ニュージーランド）

 



○付表３（続き）　貿易相手国別輸入比率（上表）・輸入依存度（下表）（％）－カナダ－

カナダ 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 100.0 8.3 46.9 3.0 6.7 0.8 34.3

1975年 100.0 5.8 37.8 1.9 4.5 0.5 49.6
1980年 100.0 5.2 48.9 2.0 3.4 0.5 39.9
1985年 100.0 18.1 49.8 3.0 2.7 0.8 25.5
1990年 100.0 25.1 47.7 3.0 3.7 0.4 20.1
1995年 100.0 20.2 51.3 4.5 4.3 0.2 19.5

製品中間財 1970年 100.0 18.5 76.8 0.4 0.1 3.3 0.8
1975年 100.0 17.4 76.5 0.5 0.1 3.7 1.7
1980年 100.0 14.1 79.9 0.8 0.1 3.4 1.8
1985年 100.0 15.8 74.7 1.5 0.1 5.0 3.0
1990年 100.0 14.8 73.5 2.9 0.3 5.5 3.1
1995年 100.0 13.5 70.3 5.3 0.2 6.7 4.0

消費用製品 1970年 100.0 13.4 76.7 2.7 0.1 6.0 1.1
1975年 100.0 11.5 78.5 3.6 0.1 4.9 1.5
1980年 100.0 9.9 72.4 5.1 0.1 6.3 6.2
1985年 100.0 8.7 75.1 5.9 0.1 7.5 2.7
1990年 100.0 11.2 66.6 9.5 0.1 9.8 2.8
1995年 100.0 8.2 71.6 10.1 0.1 5.8 4.2

カナダ 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 3.0 0.2 1.4 0.1 0.2 0.02 1.0

1975年 4.9 0.3 1.9 0.1 0.2 0.03 2.4
1980年 5.6 0.3 2.8 0.1 0.2 0.03 2.2
1985年 3.4 0.6 1.7 0.1 0.1 0.03 0.9
1990年 3.2 0.8 1.5 0.1 0.1 0.01 0.6
1995年 3.8 0.8 1.9 0.2 0.2 0.01 0.7

製品中間財 1970年 4.9 0.9 3.8 0.0 0.01 0.2 0.0
1975年 5.8 1.0 4.5 0.0 0.01 0.2 0.1
1980年 6.2 0.9 5.0 0.0 0.01 0.2 0.1
1985年 5.8 0.9 4.3 0.1 0.01 0.3 0.2
1990年 6.3 0.9 4.6 0.2 0.02 0.3 0.2
1995年 9.8 1.3 6.9 0.5 0.02 0.7 0.4

消費用製品 1970年 7.9 1.1 6.1 0.2 0.01 0.5 0.1
1975年 9.6 1.1 7.5 0.3 0.01 0.5 0.1
1980年 10.5 1.0 7.6 0.5 0.01 0.7 0.7
1985年 12.9 1.1 9.7 0.8 0.01 1.0 0.3
1990年 11.0 1.2 7.3 1.0 0.01 1.1 0.3
1995年 15.8 1.3 11.3 1.6 0.02 0.9 0.7

（出所)OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州（EU12）、北米(米国、カナダ)、東アジア（ASEAN、NIEs、中国）､オセアニア(オーストラリ
ア、ニュージーランド）

 



○付表３（続き）　貿易相手国別輸入比率（上表）・輸入依存度（下表）（％）－フランス－

フランス 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 100.0 32.0 8.2 2.7 3.0 0.2 53.8

1975年 100.0 28.7 6.3 1.6 1.7 0.2 61.5
1980年 100.0 28.8 5.6 2.3 1.2 0.1 62.1
1985年 100.0 43.6 4.5 2.3 1.7 0.1 47.9
1990年 100.0 50.7 5.4 2.5 1.6 0.2 39.8
1995年 100.0 59.6 4.5 2.5 1.5 0.1 31.9

製品中間財 1970年 100.0 77.2 14.0 0.5 0.2 1.1 7.0
1975年 100.0 77.0 11.2 0.9 0.1 1.9 9.0
1980年 100.0 76.5 11.4 1.2 0.2 2.0 8.7
1985年 100.0 75.2 12.0 1.8 0.3 2.7 10.8
1990年 100.0 77.8 10.4 1.9 0.2 3.6 9.7
1995年 100.0 74.6 10.9 3.4 0.2 3.9 10.8

消費用製品 1970年 100.0 82.2 11.3 1.5 0.0 1.9 3.0
1975年 100.0 73.7 8.3 2.7 0.1 3.7 11.6
1980年 100.0 74.0 10.6 5.1 0.0 4.8 5.5
1985年 100.0 73.5 9.5 5.2 0.0 5.7 11.8
1990年 100.0 71.9 9.4 6.9 0.0 6.2 11.8
1995年 100.0 70.1 8.8 9.8 0.1 4.8 11.2

フランス 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 4.9 1.6 0.4 0.1 0.1 0.0 2.6

1975年 6.7 1.9 0.4 0.1 0.1 0.0 4.1
1980年 8.6 2.5 0.5 0.2 0.1 0.0 5.3
1985年 7.8 3.4 0.4 0.2 0.1 0.0 3.8
1990年 4.5 2.3 0.2 0.1 0.1 0.0 1.8
1995年 3.7 2.2 0.2 0.1 0.1 0.0 1.2

製品中間財 1970年 4.6 3.5 0.6 0.0 0.0 0.1 0.3
1975年 4.5 3.4 0.5 0.0 0.0 0.1 0.4
1980年 5.5 4.2 0.6 0.1 0.0 0.1 0.5
1985年 5.6 4.2 0.7 0.1 0.0 0.2 0.6
1990年 6.1 4.7 0.6 0.1 0.0 0.2 0.6
1995年 5.6 4.2 0.6 0.2 0.0 0.2 0.6

消費用製品 1970年 3.8 3.1 0.4 0.1 0.0 0.1 0.1
1975年 4.5 3.3 0.4 0.1 0.0 0.2 0.5
1980年 6.2 4.6 0.7 0.3 0.0 0.3 0.3
1985年 7.2 5.3 0.7 0.4 0.0 0.4 0.8
1990年 8.9 6.4 0.8 0.6 0.0 0.6 1.0
1995年 8.4 5.9 0.7 0.8 0.0 0.4 0.9

（出所)OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州（EU12）、北米(米国、カナダ)、東アジア（ASEAN、NIEs、中国）､オセアニア(オーストラリ
ア、ニュージーランド）

 



○付表３（続き）　貿易相手国別輸入比率（上表）・輸入依存度（下表）（％）－ドイツ－

ドイツ 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 100.0 45.0 11.9 3.9 1.5 0.5 37.2

1975年 100.0 43.4 8.8 3.0 1.8 0.3 42.7
1980年 100.0 46.1 7.2 2.9 0.9 0.1 42.8
1985年 100.0 54.6 5.2 2.7 1.2 0.2 36.1
1990年 100.0 59.2 5.0 2.7 1.2 0.2 31.8
1995年 100.0 58.8 4.4 3.2 0.9 0.2 32.6

製品中間財 1970年 100.0 70.7 14.9 0.7 0.4 2.3 11.1
1975年 100.0 76.1 9.9 1.3 0.7 3.6 8.3
1980年 100.0 75.6 9.5 2.5 0.2 3.0 9.1
1985年 100.0 74.7 9.8 2.8 0.3 4.4 7.9
1990年 100.0 76.1 6.9 3.0 0.3 5.1 8.5
1995年 100.0 69.4 7.4 5.7 0.3 5.9 11.3

消費用製品 1970年 100.0 77.4 11.6 3.1 0.0 3.2 4.7
1975年 100.0 74.0 7.9 6.3 0.1 4.1 7.7
1980年 100.0 68.6 9.1 8.1 0.0 6.4 7.8
1985年 100.0 68.4 8.9 7.6 0.1 8.9 6.0
1990年 100.0 66.9 7.7 9.2 0.1 7.8 8.3
1995年 100.0 66.1 7.0 11.2 0.1 5.9 9.8

ドイツ 総合 欧州 北米 東アジア オセアニア 日本 その他
粗中間財 1970年 5.6 2.5 0.7 0.2 0.1 0.0 2.1

1975年 6.7 2.9 0.6 0.2 0.1 0.0 2.9
1980年 8.5 3.9 0.6 0.2 0.1 0.0 3.7
1985年 8.6 4.7 0.4 0.2 0.1 0.0 3.1
1990年 5.0 2.9 0.2 0.1 0.1 0.0 1.6
1995年 3.3 1.9 0.1 0.1 0.0 0.0 1.1

製品中間財 1970年 4.1 2.9 0.6 0.0 0.0 0.1 0.5
1975年 3.6 2.8 0.4 0.0 0.0 0.1 0.3
1980年 4.6 3.5 0.4 0.1 0.0 0.1 0.4
1985年 5.6 4.2 0.5 0.2 0.0 0.2 0.4
1990年 5.9 4.5 0.4 0.2 0.0 0.3 0.5
1995年 4.0 2.8 0.3 0.2 0.0 0.2 0.5

消費用製品 1970年 4.7 3.6 0.5 0.1 0.0 0.2 0.2
1975年 5.5 4.1 0.4 0.3 0.0 0.2 0.4
1980年 7.3 5.0 0.7 0.6 0.0 0.5 0.6
1985年 8.5 5.8 0.8 0.6 0.0 0.8 0.5
1990年 10.8 7.2 0.8 1.0 0.0 0.8 0.9
1995年 8.7 5.7 0.6 1.0 0.0 0.5 0.8

（出所)OECD ‘Trade by Commodities’

（注）欧州（EU12）、北米(米国、カナダ)、東アジア（ASEAN、NIEs、中国）､オセアニア(オーストラリ
ア、ニュージーランド）

 



○表４   小島［1994］の輸入品分類  
Ａ )粗中間財  
①食料品→肉類、魚介類、穀物及びその調整品、果実及び野菜、糖類、コーヒー、  
     ココア、茶、香辛料、飼料、飲料、たばこ等  
②原料品→繊維原料 →羊毛、絹、繊獣毛、綿花、麻類、その他の植物性繊維、  
           繊維製品の中古及びぼろ  
        →金属原料 →鉄鉱石、鉄鉱くず、非鉄金属鉱、非鉄卑金属くず  
    →その他原料→原皮及び毛皮、採油用種子類、生ゴム、木材、コルク、  
           肥料、粗鉱物、動物性油脂、パルプ及び紙、  
           その他動植物性原料  
③鉱物性燃料→石炭、コークス、練炭、石油及びその製品 (含原油及び粗油 )、  
       天然ガス、及び製造ガス  

 
Ｂ )製品中間財  
④化学品→有機化合物、無機化合物、染料、塗料、製油及び香料、化学肥料、  
     火薬、人造プラスティック、鉱物性タール及び粗製薬品  
⑤一般機械→ボイラー及びその設備、蒸気原動機、航空機用内燃機関、原子炉、  
      農業用機械、金属加工機械、繊維機械、製紙パルプ機械、印刷、  
      製本機械、建設、鉱山機械、ポンプ、遠心分離器、荷役機械  
⑥電気機械→重電機器、電気回路洋品、通信機器、その他電気機器  
⑦繊維用糸  
⑧金属品→鉄鋼、非鉄金属  

 
Ｃ )消費用製品  
④医薬品、化粧品、洗剤  
⑤事務用機械→タイプライター、ワープロ、電卓類  
⑥映像、音響、家電機器→テレビ、ラジオ、冷蔵庫、掃除機  
⑧輸送機械→自動車、船舶、航空機  
⑨精密機械→化学光学機器、時計  
⑦繊維製品→織物、衣類  
⑧金属製品→工具、刃物、錠  
⑪その他製品→革及び同製品、毛皮、ゴム製品、木及びコルク製品、紙類及び同  
       製品、非金属鉱物製品、雑製品 (家具、レコード、書籍など ) 
⑫再輸入、特殊取扱品→金など  
（原出所）通商白書  1994 年版 各論  
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